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カーボン・オフセット
第三者認証プログラムに基づく
カーボン・オフセット認証
申請書

（カーボン・オフセット第三者認証基準Ver.1.1対応）
	Ver.

	

	提出日
	年　　月　　日

	認証機関受理日

※認証番号の継続使用を希望する案件に限り
認証機関が記入すること
	　　　年　 月　 日


	取組名称
	

	申請者名（事業者名）

	
	（申請者の印）


	担当者所属部署名
	
	（代理印）


	担当者氏名
	
	

	カーボン・オフセット第三者認証プログラム利用申請書の提出
	□　済　
□　認証番号を継続使用する取組のため不要


	A：申請の概要

	A-1　申請者（事業者）
　
提出資料１：申請者（事業者）のパンフレット等、事業内容の説明資料
※添付資料については申請書末尾の添付資料一覧を参照してください。

	（フリガナ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請者名（事業者名）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	住所
	〒


	代表者氏名
	
	担当者氏名
	

	担当者所属部署名
	
	担当者役職
	

	担当者E-mailアドレス
	
	担当者電話番号
	

	A-2　申請要件

	以下の条件を満たすことを確認の上、チェックをしてください。
□　申請者は、認証の対象となる対象活動を現に実施しており、認証対象活動に対する適正管理義務を負う者です。
· 認証機関から独立し、利害関係を有しておらず、かつ、国内外における法令を遵守しています。

	※共同申請の場合
・代表者及び相互の役割分担を明確にしてください。


	A-3　申請代理事業者　
提出資料2：申請代理事業者のパンフレット等、事業内容の説明資料

提出資料3：申請代理事業者と申請者（事業者）との間で交わされた業務代行に係る契約書

	（フリガナ）
	
	印



	申請代理事業者名
	
	

	住所
	〒


	代表者氏名
	
	担当者氏名
	

	担当者所属部署名
	
	担当者役職
	

	担当者E-mailアドレス
	
	担当者電話番号
	

	A-4 無効化事業者（本取組に係るクレジットの無効化を実施した事業者）

	無効化事業者の利用の有無
	□　クレジットの無効化は、申請者自らの口座から無効化口座へ移転します。
□　クレジットの無効化は、申請者以外の無効化事業者が実施します。
（後者を選択される場合、以下の情報も記入してください）


	（フリガナ）
	

	無効化事業者名
	

	住所
	〒


	代表者氏名
	
	担当者氏名
	

	担当者所属部署名
	
	担当者役職
	

	担当者E-mailアドレス
	
	担当者電話番号
	


	A-5　認証対象となる取組

	□　カーボン・オフセット認証　（製品／サービス／会議・イベント）
□　クレジット付オフセット認証
□　寄付型オフセット認証


	A-6　取組の概要

	【取組の概要】

※認証対象となる製品・サービス名を下表に記入してください。
※カーボン・オフセット認証の認証対象が製品又はサービスの場合、当該製品・サービスが「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達物品等に適合する場合は、チェックボックスにチェックを入れてください。
No.
製品・サービス名
グリーン購入法の特定調達物品等への適合

1
□
2
□
3
□
（欄は適宜追加してください）

	【適用したカーボン・オフセット第三者認証基準】

本取組はカーボン・オフセット第三者認証基準　Ｖｅｒ.　　　を適用しています。



	A-7　認証有効期間

	□　　　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日　

□　認証日　　　～　　　　ヶ月　　日　　　※最長12ヶ月間（1年間）


	A-8　オフセット主体
※寄付型オフセット認証の場合は不要

	【カーボン・オフセット認証】

□　申請者のみ
□　申請者及び共同申請者
　※申請者及び共同申請者それぞれに帰属するオフセット量を明記してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【クレジット付オフセット認証】

□　消費者等
※想定されている消費者を具体的に記入してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※一消費者に帰属するオフセット量を明記してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　



	B：温室効果ガスの算定方法
※B-1～B-5：カーボン・オフセット認証、クレジット付オフセット認証のみ記入

※B-6：寄付型オフセット認証のみ記入

	B-1　認証対象取組内の排出源の把握

	認証対象取組における温室効果ガス排出活動を可能な限り全て特定し、具体的に記入してください。

【カーボン・オフセット認証】

☐　製品
製品の原材料調達、製品、流通、使用、廃棄に伴って排出される温室効果ガス排出量をクレジットを用いて埋め合わせる取組
原材料調達

生産

流通

使用・維持管理

廃棄・再利用

□　サービス

サービスの企画、提供・利用、後処理に伴って排出される温室効果ガス排出量をクレジットを用いて埋め合わせる取組
企画・調達
提供・利用
後処理
□　会議/イベント

会議や、コンサート、スポーツ大会等の企画、開催/参加、撤収に伴って排出される温室効果ガス排出量をクレジットを用いて埋め合わせる取組
企画・準備
開催／参加
撤収
【クレジット付オフセット認証】

□　クレジット付オフセット認証
製品を製造/販売する者、サービスを提供する者又はイベントの主催者等が、当該製品等を購入・利用する不特定多数の消費者等の日常生活に伴う排出量の埋め合わせを支援する取組



	B-2　算定対象範囲の設定

	把握した排出活動の全部又は一部を算定対象範囲として設定し、記入してください。
【カーボン・オフセット認証】

□　製品
原材料調達
（必須）

生産
（必須）
流通

使用・維持管理

廃棄・再利用

□　サービス
企画・調達
提供・利用　（必須）
後処理
□　会議/イベント
企画・準備
開催／参加（必須）
撤収
【クレジット付オフセット認証】
□　クレジット付オフセット認証




	B-3　算定式　

提出資料4：排出量の算定方法に関する資料

	算定対象範囲内の排出活動からの排出量を算定する算定式を記入してください。



	B-4　算定に必要なデータの根拠　

提出資料5： 活動量の根拠となる資料 
提出資料6： 排出係数の根拠となる資料

	【活動量の種類とその根拠等】
以下の条件を満たすことを確認の上、チェックをしてください。
□　機器の稼働時間や消費電力等の標準値、一定の精度を確保可能な測定・管理方法に従って計測された固有値、又はその他の値
を用いています。
【標準値を使用している活動量の種類等】

活動量の種類

年度・期間

根拠（データ元・文書名等）

参照URL※
※ URLがない場合は、根拠資料の該当部分のコピーを提出してください。
【固有値を使用している活動量の種類等】13
活動量の種類

年度・期間

根拠（データ元・文書名、測定方法等）

【その他の値を使用している活動量の種類等】13
活動量の種類

活動量の値の区分

活動量の値の根拠
年度・期間

根拠（データ元・文書名、測定方法等）

☐標準値等の按分値
□合理的な見積値

□その他

（　　　　　　　　　　　　）
☐標準値等の按分値
□合理的な見積値

□その他

（　　　　　　　　　　　　）
☐標準値等の按分値
□合理的な見積値

□その他

（　　　　　　　　　　　　）
使用する活動量として固有値又はその他の値を使用する場合は、以下に当該活動量の根拠（活動量の測定・管理方法や算出の考え方など）をご記載ください。




	【排出係数とその根拠】13
以下の条件を満たすことを確認の上、チェックをしてください。
□　公的機関により公表された標準値又は一定の精度を確保可能な測定・管理方法に従って計測された固有値を用いています。
排出係数の種類
排出計数の値の区分
年度・期間

根拠（データ元・文書名等）
参照URL※
□標準値
☐入手可能な最新の値
□過去の値
□固有値
□標準値
☐入手可能な最新の値

□過去の値
□固有値
□標準値
☐入手可能な最新の値

□過去の値
□固有値
□標準値
☐入手可能な最新の値

□過去の値
□固有値
※ URLがない場合は、該当する部分のコピーを提出してください。
使用する排出係数として固有値を使用する場合は、以下に当該排出係数の根拠（排出係数の測定・管理方法など）を記入してください。

データの引用元（公表者、公表年度等）に一貫性のある値を使用できない場合は、以下にその合理的理由を御記載ください。




	B-5　算定排出量合計

	　　　　　　　       （t-CO2 ／ kg-CO2）　　（※該当する単位に○をつけてください）

	①算定排出量が過小とならないために講じている措置を記入してください。
□　総排出量算定の際に1t-CO2未満を切り上げています。
□　その他
　　　※その他の場合は、以下に採用措置を具体的に記入してください。
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	②算定排出量について該当する方にチェックしてください。

□　認証対象活動の実施後に実績に基づいて算定した値

□　計画段階において合理的に見積もられた値
※「計画段階において合理的に見積もられた値」をチェックし、認証対象活動の実施後に実績に基づいて再算定する場合は、認証有効期間満了報告書にて報告を行ってください。



	B-6　無効化量の決定方法

	寄付型オフセット認証の場合は、オフセット量の決定方法を以下に記入してください。

また、申請時に無効化量が決定している場合は無効化量も記載してください。



	C：排出削減努力の取組


	C-1　認証対象取組内の温室効果ガス排出削減の取組

	認証対象活動内の排出削減の取組を具体的に記入してください。


	※製品に係るカーボン・オフセット認証、クレジット付オフセット認証又は寄付型オフセット認証の場合、当該製品の環境性能について、以下の要件に該当するか確認し、チェックをしてください。（該当しない場合、チェックは不要です）

□　自動車、冷蔵庫、ルーター等、エネルギーの使用の合理化に関する法律のトップランナー基準において一定の省エネ性能の達成が義務付けられている機器の場合、その機器単独でトップランナー基準を満たしています。
□　省エネ性能等、商品特性が排出量削減と密接に関わりのある機器の場合、その商品特性において景品表示法違反の排除命令を受けていません。


	C-2温室効果ガス排出削減を行うことができる者に対する削減を促す取組

	排出削減努力を行うことができる者もしくは消費者や寄付の参加者等に対しての排出削減を促す取組を具体的に記入してください。（クレジット付オフセット認証、寄付型オフセット認証の場合は記載必須）



	C-3 認証対象取組外の温室効果ガス排出削減の取組　

	認証対象活動外における排出削減の取組を具体的に記入してください。（任意）

実施している認証対象活動外における排出削減の取組について該当するものがあればチェックをしてください。
☐　環境マネジメントシステムに関する認証を取得しています。
□　ISO14001
□　その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	D：オフセット

	


	D-1　算定排出量合計
※寄付型オフセット認証の場合は不要

	　　　　　　　　　（t-CO2 ／ kg-CO2）　（※該当する単位に○をつけてください）


	D-2　オフセット量の確定　

	　　　　　　　　　　　　（t-CO2 ／ kg-CO2）　（※該当する単位に○をつけてください）
※B-6で②にチェックをし、認証対象活動の実施後に実績に基づいて算定した結果、オフセット比率が100%を下回った場合は、オフセット比率が100%以上になるようオフセット量を変更する必要があります。




	D-3　オフセット比率

※寄付型オフセット認証の場合は不要

	　　　　　　　　　　　　％

	D-4　オフセットに用いるクレジット調達

提出資料7： 当該申請取組に係るクレジットと用途の対応関係が管理されている帳簿等の写し
提出資料8： 使用したAAUが排出削減・吸収減の確保につながることを証明する資料
提出資料9：【寄付型オフセット認証の場合】寄付金が管理された台帳等

	クレジットの種類
	□　京都クレジット　（種類：　　　　　　　　）
□　Ｊ－クレジット

□　地域版Ｊ－クレジット
□　オフセット・クレジット（J-VER）

□　都道府県J-VER
□　Ｊ－クレジット制度の下、旧制度からのプロジェクトの継続を行ったプロジェクトにおいて、プロジェクトの継続前に創出されたクレジット

	プロジェクト実施国・地域
	

	プロジェクト名
	

	プロジェクトタイプ
	

	クレジットの調達

	調達（予定）日：　　　　年　　月　　日

	D-5　クレジットの無効化
提出資料10：

【申請時に無効化が完了している場合】　無効化が完了したことを証明する書類

【申請時に無効化が完了していない場合】　無効化の計画を示す書類　(別紙A)
　

	無効化(予定)日
	　　　年　　月　　日

	無効化方法
	□　国別登録簿の償却口座へ移転（償却量：　　　t-CO2）
□　国別登録簿の取消口座へ移転（取消量：　　　t-CO2）
□　CDM登録簿上の自主的取消口座へ移転（取消量：　　　t-CO2）

□　Ｊ－クレジット登録簿の無効化口座へ移転（無効化量：　　　t-CO2）


	E：取組の管理体制

	E-1　取組の管理体制
提出資料11： 申請取組に係る関係者の役割分担が分かる図等
提出資料12：オフセット量と製品等の出荷量・販売量が見合っているかどうかのモニタリング方法・体制が分かる図等
提出資料13：ラベルが当該取組にのみ使用され、かつ対象期間（認証有効期間）を超えて使用されないかどうかの管理体制を示す文書

	実施項目
	担当部署（者）
	共同申請の場合は法人名を記入

	認証対象取組全体の管理
	
	

	活動量・排出係数のデータ把握・管理

	
	

	温室効果ガス排出量算定の実施及び算定結果の管理
	
	

	削減努力の取組
	
	

	クレジット調達・無効化
	
	

	カーボン・オフセットラベル使用
	
	

	情報提供の管理
	
	

	苦情記録の管理
	
	

	その他（　　　　　　　　）
	
	


	F：情報提供

	F-1　算定量に関する公的制度等
への反映の有無
提出資料14：当該申請取組のクレジットと公的制度に用いるクレジットをどのように区別・管理しているかを示す文書

	算定量に関する公的制度等に参加している場合、制度名をすべて記入してください。
□　地球温暖化対策推進法の算定・報告・公表制度に参加しています。
□　その他算定量に関する公的制度に参加しています。
※ 以下に具体的な制度名を記入してください。

   [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
□　算定量に関する公的制度の対象とはなっておらず、参加していません。


	F-2　情報提供のツール一覧と提供時期
提出資料15：当該認証プログラムによる認証ラベル等を使用する可能性のある情報提供案（包装、チラシ、ホームページ案等）


	· 申請者印刷物
□　申請者作成・配布パンフレット：　  配布等開始予定日　　　　年　　　月　　　日
□　申請者作成・配布チラシ：　　　　 　配布等開始予定日　　　　年　　　月　　　日
□　その他　（　　　　　　　　　）：       配布等開始予定日　　　　年　　　月　　　日


	· 申請者ウェブサイト：　　公開予定日　　　　　年　　　月　　　日
URL：


	· 申請者の提供する製品・サービス：　　販売等開始予定日　　　　年　　　月　　　日
以下に商品・サービスを記入してください。


	· 申請者の提供する会議/イベント：　　開催予定日　　　　年　　　月　　　日～　　　　年　　　月　　　日
以下に会議/イベント名を記入してください。


	· その他の情報提供媒体：　　　配布等開始予定日　　　　　年　　　月　　　日
以下に具体的な情報提供媒体を記入してください。
 


	F-3プログラム管理者の定めるウェブサイトにおける公開情報


	情報提供項目
	記述欄
	該当
箇所

	（1）

全般

	取組名称
	
	表紙

	
	認証取得者名
	
	A-1

	
	取組の概要
A-6項目にある一覧表も添付すること。
	
	A-6

	
	適用したカーボン・オフセット第三者認証基準のバージョン
	
	A-6

	
	認証有効期間
	
	A-7

	
	オフセット主体※1
	
	A-8

	
	オフセットラベルの使途
	
	F-2

	（2）

排出量の認識
	認証対象活動
	
	B-1

	
	認証対象取組内の温室効果ガス排出活動
	
	B-1

	
	算定対象範囲
	
	B-2

	
	算定方法（算定式及び算定方法の根拠とした文書名等）
	
	B-3
B-4

	
	算定排出量
	
	B-5
D-1

	（3）

排出削減
	認証対象取組内の温室効果ガス排出削減の取組
	
	C-1

	
	消費者等又は寄付参加者への削減を促す取組※2
	
	C-2

	
	認証対象取組外の温室効果ガス排出削減の取組
	
	C-3

	（4）

埋め合わせ
	無効化量、又は算定排出量に対するオフセット比率
	
	D-2

D-3

	
	クレジットを認証した認証制度名とクレジットの種類
	
	D-4

	
	クレジットのプロジェクト名（プロジェクト実施国・実施地域等の属地的情報を
含む）
	
	D-4

	
	クレジットのプロジェクトタイプ（風力発電、木質バイオマス燃料転換、森林管理等）
	
	D-4

	
	クレジットの無効化（予定）日・無効化方法
	
	D-5

	（5）

その他必要事項
※3
	製品・サービス、又は会議・イベントのチケット等の販売価格
	
	―

	
	消費者の価格負担（料金への上乗せ）の有無
	
	―

	
	その他支払いに関する事項（申込みの有効期限、不良品のキャンセル対応、販売数量、引渡し時期、送料、支払い方法、返品期限、返品送料等）
	
	―

	
	販売事業者情報
	販売事業者名
	
	―

	
	
	運営統括責任者名
	
	―

	
	
	連絡先（所在地、電話番号、e-mail）
	
	―

	
	
	ウェブサイトリンク先
	
	―


※1複数の者がオフセット主体であると主張する場合には、別々の主体が同じカーボン・オフセットの取組に関するオフセットを同じクレジットを用いて主張すること（ダブルカウント）を防止するため、オフセット主体ごとに帰属するオフセット量を明確にすること。
※2クレジット付きオフセット認証における消費者等及び寄付型オフセット認証における参加者等に対して、温室効果ガス排出削減を促す取組を行うこと。
※3景品表示法、特定商取引法及び消費者契約法の対象となるものについては必須（例えば、インターネット等の通信販売や店頭販売を行う場合）。
	G：その他

	G-1　その他


	①
	取組に関連する許認可・合法性の証明
	商品・サービスの提供、会議・イベントの実施等、取組に関連して、法令等によって許認可等が求められているかどうかの有無
· 法令等によって許認可等が求められていません。
· 法令等によって許認可等が求められています。
許認可が求められている場合、法令名等を具体的に記入してください。
　  法令名：
内容：
【例】食品業：食品衛生法、JAS法　等
イベント：道路使用許可・占有許可証

	②
	（C-1以外での）取組に関連する環境対策の内容、環境性能
	取組に関連して、法令等によって、環境対策、あるいは一定の環境性能を満たすことが求められているかどうかの有無
· 法令等によって環境対策、あるいは環境性能の達成は求められていません。
· 法令等によって環境対策、あるいは環境性能の達成が求められています。
環境対策等が求められている場合、具体的に記入してください。
　　　法令名：
内容：


	③
	取組に関連する関係者の状況
	取組に関連して、何らかの係争関係の有無
· 係争関係がありません。
· 係争関係があります。
係争関係がある場合、内容を具体的に記入してください。



	H：認証番号の継続使用


	H-1　既得の認証番号

	CO2-              

	H-2　申請内容

提出資料16：認証取組についての「カーボン・オフセット認証申請書」の【最終版】
提出資料17：【既得認証取組が申請時に無効化が完了していない取組であった場合】クレジットの無効化を証明する書類

	認証番号継続使用に際して、以下の要件（第三者認証基準2.1.1.6項目）　を満たすことを確認の上、チェックボックスにチェックを入れてください。
☐　継続使用を希望する新たなカーボン・オフセット認証を申請するための認証申請書を、既得認証の有効
期間満了日以前に認証機関により受理されていること。
　　 既得認証取組有効期間満了日：　　　　年　　　　月　　　日
☐　認証番号の継続使用の特例措置の適用

平成29年9月30日までに有効期限が終了する取組であり、既得認証の有効期間満了日から6か月以内に認証申請書が認証機関により受理されていること。この場合、特例措置として遡っての認証を認める。
既得認証取組有効期間満了日：     年     月     日

☐　継続使用を希望する新たな認証申請案件の内容が、既得認証の内容から低減（算定対象範囲の縮小、オフセット比率の低下等）していないこと。
要件への適合性への説明：

☐　継続使用を希望する新たな認証申請案件の認証までに、既得認証のクレジットが無効化されていること。
既得認証のクレジット無効化日：　　　　年　　　　月　　　日
【既得認証がオフセット予定認証であり、新たな認証申請案件の認証までに既得認証のクレジットの無効化を行うことが困難である場合】
☐　既得認証の認証有効期間満了後１カ月以内に有効期間満了報告書が受理されていること。
有効期間満了報告書提出予定日：　　　年　　　月　　　日

	H-3　変更箇所の対照表

	申請書該当項目
（例：A-5）
	既得認証取組
	新規申請取組
	変更理由

	
	
	
	

	
	
	
	


※申請時に、無効化が完了していない場合（申請書D-5）に利用してください（巻末の添付資料一覧の資料4参照）
（別紙A）オフセットに用いるクレジット調達・排出量の埋め合わせに係る確認書
（認証機関名）　
御中
無効化を実施する事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
カーボン・オフセット第三者認証プログラムに申請をしている取組において、オフセットに用いるクレジットおよびその無効化を下記のとおり計画しています。
－記－
	1
	取組名称
	

	2
	申請者名（事業者名）
	

	3
	本取組に係るクレジットの無効化を実施する事業者名（申請者あるいは無効化事業者）
	

	4
	認証有効期間
	　　　  年　 　月　　 日 ～　　　　  年　 　月　　 日 

	当該取組に用いるクレジットの詳細情報

	5
	オフセット量（予定）
	　　　　　ｔ-CO2

	6
	クレジットの種類
	

	7
	プロジェクトの実施国・地域
	

	8
	プロジェクト名
	

	9
	プロジェクトタイプ
	例：風力発電プロジェクト、森林吸収プロジェクト

	10
	当該オフセットに使用されるクレジットの管理口座情報
	【登録簿名】　
（　　　　　　　　　　　　　　）
【口座への保有（予定）時期】　
　　　年　　月　　日
【償却/取消の（予定）時期】　
　　　年　　月　　日

	11
	5～10に記入した情報を管理する帳簿管理体制
	【帳簿管理者名】
（　　　　　　　　　　　　　　）
【点検記録】
□ 有　 □ 無　　
【点検頻度】
（　　　　　　　　　　　　　　）


以上
●申請書添付資料一覧
　添付資料にはヘッダーに資料番号を記入してください。
	提出
	資料
番号
	申請書
該当項目
	申請書注記欄に記入された必要書類とその説明

	必須
	資料1
	A-1
	申請（事業）者のパンフレット等、事業内容の説明資料

	□要

□不要
	資料2
	A-3
	【申請代理事業者がいる場合】

申請代理事業者のパンフレット等、事業内容の説明資料

	□要

□不要
	資料3
	A-1
A-3
	【申請代理事業者がいる場合】

申請代理事業者と申請（事業）者との間で交わされた業務代行に係る契約書

	必須
	資料4
	B-4
	排出量の算定方法に関する資料

	
	
	
	※計算過程と結果が分かるように体裁を整え、原則としてエクセル形式にて提出してください。

	必須
	資料5
	B-5
	活動量の根拠となる資料

	必須
	資料6
	B-5
	排出係数の根拠となる資料

	□要
□不要
	資料7
	D-4
D-5
	【申請者自身が当該申請取組に係るクレジットの無効化を行う（無効化事業者を利用しない）場合）】且つ【当該申請取組に係るクレジットの調達済みである場合】
当該申請取組に係るクレジットと用途の対応関係が管理されている帳簿等の写し

	
	
	
	※無効化事業者を利用する場合であっても、審査過程において必要と判断される場合は提出を求めることがありますので、御了承ください。

	□要

□不要
	資料8
	D-4
	【AAUを使用する場合】

使用したAAUが排出削減・吸収源の確保につながることを証明する資料

	必須
	資料9
	D-4
	【寄付型オフセット認証の場合】
クレジット購入費用として集められた金額が適切に管理されていることを示す書類等（寄付金が管理された台帳等）

	必須
	資料10
	D-5
	【申請時に無効化が完了している場合】

無効化が完了したことを証明する書類（算定割当表振替通知や無効化証明書、登録簿の画面の写し等）

	
	
	
	【申請時に無効化が完了していない場合】

無効化の計画を示す書類（申請書の別紙Aを資料10として提出ください）

	必須
	資料11
	E-1
	申請取組に係る関係者の役割分担が分かる図等

	必須
	資料12
	E-1
	オフセット量と製品等の出荷量・販売量が見合っているかどうかのモニタリング方法・体制が分かる図等

	必須
	資料13
	E-1
	ラベルが当該取組にのみに使用され、かつ対象期間（認証等の有効期間）を超えて使用されないかどうかの管理体制について示す文書

	□要

□不要
	資料14
	F-1
	【無効化事業者を利用しておらず、温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度や、公的機関の実施する排出量取引制度に類似した制度等に参加している場合】

当該申請取組のクレジットと公的制度に用いるクレジットの区別・管理方法を示す文書

	□要

□不要

□その他（提出要だが、情報提供案未定のため、当該案確定後に提出する場合）
	資料15
	F-2
	当該認証プログラムによる認証ラベル等を使用する可能性のある、情報提供案（包装、チラシ、ホームページ案等）

	
	
	
	※現時点で想定されている情報提供案を全て添付し、広告、販売時、販売後のいずれのタイミングで用いることを想定しているかを明示してください。（一つ以上必須。ただし、申請書F-3の内容以外に存在しない場合は、その旨を明記した文書を提出してください。）提出の際、ラベル使用予定の印刷物等を列挙し、実際にラベルを貼付した画像等を添付してください。
なお、受理日以降に作成されることが明らかになったものについては、遅滞なく認証機関に案を送付してください。


既得認証取組についての「カーボン・オフセット認証申請書」の【最終版】
	用認証活動



























































































































	□要

□不要
	資料17
	H-2
	【既得認証取組の認証番号を継続して使用されたい場合】且つ【既得認証取組が申請時に無効化が完了していない取組であった場合】
クレジットの無効化を証明する書類（算定割当表振替通知や無効化証明書、登録簿の画面の写し等）


� 認証審査過程において申請内容の訂正、変更が生じた際に適宜更新してください。また、カーボン・オフセット認証変更申請時においてもVer.の更新を行ってください。


� 共同申請の場合は、本表紙の申請者の欄を追加して共同申請者数分を記入する方法と、本表紙を共同申請者数分用意する方法とがあります。いずれの場合も窓口となる申請者を筆頭にして、その他申請者を漏れなく記入してください。


� 本申請における申請者の押印は社印又は事業者代表者印により行うことが可能です。印鑑登録の有無は問いません。また、審査中の申請書のやり取り及び認証決定時に提出する本申請書においては、審査過程において代理印の変更がない場合に限り、事業者の印と代理印とは同等の効力を持つものとし、押印は代理印のみでも可能です。なお、審査の過程において代理印を変更する際は、その都度事業者印の押印も必要となります。


� 担当部署の印鑑、会社における便宜印や担当者印等とします。


�　共同申請を行う場合は、適宜欄を追加して共同申請者数分を記入してください。その際、窓口となる申請者を筆頭にして、その他申請者を漏れなく記入してください。


� 社印又は代表者印を押印して下さい。印鑑登録の有無は問いません。


�　特定調達物品等への適合の有無は、カーボン・オフセット第三者認証基準の定める要求事項ではありませんが、国等の公的機関におけるグリーン調達の推進のための参考として情報提供のご協力をお願いします。


� 適用可能な基準については認証基準附則を参照ください。


� その他の値とは、例えば「標準値や固有値を用いて合理的な按分により算出された値」や、「計画段階のものとして合理的に見積もられた値」を指します。


� 必要に応じて記入枠を追加してください。


� 申請時より前にオフセットの対象となる活動が終了している場合


→算定排出量は当該活動の実績に基づいて算定した値、あるいは当該活動の実績データを用いず、前回の活動の値を引用するなどして合理的に見積もられた値となります。


申請時より後にオフセットの対象となる活動を実施する場合


→当該活動の実績に基づいた排出量を算定することは不可能であるため、算定排出量は計画段階において合理的に見積もら　


　れた値となります。





�　適宜欄を追加し、使用する全クレジットに係る必要事項を記入してください。


� 申請者自らが創出したクレジット（森林管理プロジェクトにより創出されたクレジットに限る）も用いることができます。


� 無効化事業者を利用する場合は、当該無効化事業者のクレジット管理口座にクレジットが調達される日を指します。


� 有効期間満了後6か月までの間に無効化予定日を設定し、無効化後に無効化が完了したことを証明する書類の提出が必要となります。


� 寄付型オフセット認証の場合、「活動量・排出係数のデータ把握・管理」及び「③温室効果ガス排出量算定の実施及び算定結果の管理」の代わりに「寄付金の管理」とする。


� 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度や、公的機関の実施する排出量取引制度に類似した制度等を指します。


� F-3の全ての情報は、プログラム管理者の定めるウェブサイト（URL: https://www.jcos.co/ ）にて公開されますので、公開可能な情報のみを記入してください。


�　共同申請の場合は、全ての申請者に当てはまることとしてチェックを行ってください。


� 既に認証を受けられた取組の認証番号を、本申請の取組において使用したい場合のみ記入ください。
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